
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
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事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

東みよし町商品券給付事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者への迅速支援とし
て、町内取扱店で利用可能な商品券を全町民に配布することで家計負担の軽減およ
び地域経済の活性化を図る。
②全町民（約13，000人）に対し町内取扱店で利用可能な商品券10,000円分を配布す
る。
③委託料　：　商品券発行業務　  3,000,000円
　　※令和7年度に実施する準備経費のみ計上。
④全町民：約13，000人／取扱店数：100～150

R8.1 R8.3

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

令和7年度高校生等通学支援給付金
事業

①本町には高等学校がなく、町外へ様々な交通手段で通学しており、それに係る費用
負担も大きい（JR・バス定期代、自家用車送迎の燃料費等）。よって、交通手段を問わ
ず、15,000円の給付金を交付し、物価高騰に直面する子育て世帯の生活支援を行う。
②給付金
③
・消耗品費10,000円（ﾗﾍﾞﾙｼｰﾙ等）
・通信運搬費73,000円（交付金案内資料郵送料・返信用切手委代330件分）
・支援給付金4,950,000円（15,000円×330人）

④令和7年度東みよし町在住者高校生約330人（住民基本台帳にて対象者を抽出）

R7.7 R8.3

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

令和7年度私立保育所等給食材料費
高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により給食の提供に係る経費の高騰が続く
中、保護者の負担を増やすことなく、これまで通りの栄養バランスや量を保った給食を
提供するとともに、児童の発達段階や健康状態に応じた食育の充実を支援するため、
町内私立保育所等に対し補助金を交付する。（教職員を除く）
②補助金（食材料の購入費及び光熱水費）
③各月ごとに当該月の初日において在籍する教育・保育給付認定子ども数に1,000円
（食材料の購入費800円・光熱水費200円）を乗じて得た額(令和7年度より対象児童を
0歳児～に拡大)
私立保育所1,000円×74定員×12月・私立認定こども園1,000円×180定員×12月
④町内に在する私立保育所等を運営する事業者

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

令和7年度公立保育所給食材料費高
騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により給食の食材料費が高騰する中、給食
材料費の保護者の負担を増やすことなく、これまで通りの栄養バランスや量を保った
給食を提供するとともに、児童の発達段階や健康状態に応じた食育の充実を支援す
るため、公立認定こども園の賄材料費を増額する。（教職員を除く）
②賄材料費（食材料の購入費）
③各月ごとに当該月の初日において在籍する教育・保育給付認定子ども数に800円を
乗じて得た額(令和7年度より対象児童を0歳児～に拡大)
公立認定こども園800円×210定員×12月
④東みよし町立みかも認定こども園

R7.4 R8.3

5

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

公衆浴場高騰対策支援事業

①エネルギー価格、物価高騰の影響により厳しい経営状況に置かれている、本町公
衆浴場施設経営の指定管理料に電気料金の高騰分を上乗せすることで入浴料への
価格転嫁対策とし、利用者負担増を防ぐ。②井戸ポンプ、ヒートポンプ（熱ポンプ）、薬
注装置、配水ポンプ等に係る電気料金の高騰分を指定管理料追加額とする。③令和
3年度制度追加時の指定管理料の額面を基準とし、差分を支援額とする。※電気料
金差額（【R7】29,500,000円-【R3】16,698,648円）×指定管理料収入割合0.357×消費
税1.1≒支援額5,000,000円（指定管理料追加額）④吉野川ハイウェイオアシス施設（美
濃田の湯）指定管理者：吉野川オアシス株式会社

R7.4 R8.3
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⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

物価高騰に伴う学校光熱費高騰分支
援事業

①物価高騰の影響を受けた公立小・中学校の電気代金を支援することにより、教育
環境の安定・充実を図る。
②公立小・中学校の電気代高騰分
③小・中学校の令和７年度電気代予想額－令和３年度電気代実績額＝6,437千円
④東みよし町立小学校４校及び中学校２校

R7.4 R8.3
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②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

令和7年度学校給食費保護者負担軽
減事業

①学校給食費の負担を軽減することにより、物価高騰に直面する子育て世帯を支援
する。
子育て世帯は給食費のみならず、様々な物価高騰の影響を受けており、給食費を全
額無償化すれば、その分を他の教育費に振り向けることができるなど、物価高騰の影
響を受けている子育て世帯の支援としての成果が見込める。
②Ｒ7年4月～Ｒ8年2月分の学校給食費の補助（教職員を除く）
   負担金補助及び交付金　38,528千円
③小学校 260円×535人×174日＝24,204千円
　 中学校 280円×294人×174日＝14,324千円
　 合計38,528千円
④町立小・中学校の児童・生徒及び町内に住所を有し町外の義務教育諸学校に在籍
する者の保護者

R7.4 R8.2

8

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

物価高騰に伴う三好東部福祉セン
ター光熱費高騰分支援事業

①物価高騰の影響を受けた三好東部福祉センターの電気代金を支援することによ
り、社会福祉施設環境の安定・充実を図る。
②三好東部福祉センターの電気代高騰分
③令和７年度電気代予想額－令和３年度電気代実績額＝24千円
④東みよし町三好東部福祉センター

R7.4 R8.3

9

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

物価高騰に伴う社会教育施設光熱費
高騰分支援事業

①物価高騰の影響を受けた社会教育施設の電気代金を支援することにより、社会教
育施設環境の安定・充実を図る。
②各社会教育施設の電気代高騰分
③令和７年度電気代予想額－令和３年度電気代実績額＝1,323千円
④各社会教育施設

R7.4 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

物価高騰に伴う体育施設光熱費高騰
分支援事業

①物価高騰の影響を受けた体育施設の電気代金を支援することにより、体育施設環
境の安定・充実を図る。
②各体育施設の電気代高騰分
③令和７年度電気代予想額－令和３年度電気代実績額＝1,613千円
④各体育施設

R7.4 R8.3
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⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

令和7年度交通･運送事業者支援金事
業

①地域住民の生活と経済活動の基盤である物流ネットワークや、緊急輸送体制の維
持に資する町内の交通・運送事業者を物価高騰の中でも経営維持できるよう支援す
る。
②車両区分に応じた定額支援（1台あたり3万円～10万円）を交付。
③消耗品費　：　 29,360円　輪転機インク代19，360円　コピー用紙10，000円
　印刷製本費： 　 8,690円　（ｶﾗｰｺﾋﾟｰ代14円×50枚+ｶﾗｰﾌﾟﾘﾝﾄ代14円×300枚+ﾓﾉｸﾛ
ﾌﾟﾘﾝﾄ代1.5円×2000枚）×1.1（消費税）
　通信運搬費：　　5，320円　後納郵便代140円×19者×2通
　各種手数料： 　12,320円　新聞折込手数料4.4円×2，800部
　支援金総額：6,900,000円
 ④事業者数：20者　111台

R7.10 R8.3

12
⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

令和7年度高圧電力利用事業者支援
金事業

①物価高騰などの影響を受け、経営圧迫が顕著である、町内高圧電力契約事業者
（中小企業等）を支援することで、地域経済や地域雇用、サプライチェーンを堅持させ
る。
②国の割引措置を補完する形で、町内における高圧電力契約事業者に対し、差分と
なる使用電力量1kWhあたり1.0～1.2円×3か月相当の額を上限とする支援金を交付
する。
③消耗品費　：　 29,360円　輪転機インク代19，360円　コピー用紙10，000円
　印刷製本費： 　 8,690円　（ｶﾗｰｺﾋﾟｰ代14円×50枚+ｶﾗｰﾌﾟﾘﾝﾄ代14円×300枚+ﾓﾉｸﾛ
ﾌﾟﾘﾝﾄ代1.5円×2000枚）×1.1（消費税）
　通信運搬費：　　9，800円　後納郵便代140円×35者×2通
　各種手数料：　 12,320円　新聞折込手数料4.4円×2，800部
　支援金総額：3,241,000円
④事業者数：35者

R7.10 R8.3

13
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

令和7年度家畜用ワクチン接種費用
（農家負担金）支援事業

①物価高騰の影響を受けている畜産農家の家畜へのワクチン接種費用を支援するこ
とにより、畜産経営の安定・充実を図る。
②補助金（家畜へのワクチン接種費用） 3,000,000円　補助率1/2
③子牛　　12,500円×200頭=2,500,000円
　 繁殖牛 　2,000円×250頭=   500,000円
④東みよし町内畜産事業者

R7.4 R8.3


